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１．職員の任免及び職員数に関する状況 

⑴ 職員の採用・退職の状況（令和元年度）（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 部門別職員数の状況                              （各年 4月 1日現在） 

区 分 

部 門 

職 員 数 
対前年増減数 主な増減理由 

平成30年 平成31年 

公営企業会計等部門 病院 
484 

（3） 

477 

（7） 

△7 

（4） 
看護師等の減員 

(注) １ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員 

などを含み、臨時又は非常勤職員を除きます。 

   ２ （ ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです。 

 

２．職員の人事評価の状況 

職員の人事評価の状況（令和元年度） 

評定の回数 1 回 

評定の時期 2 月 

評定の対象人数 273人 

 

３．職員の給与の状況 

⑴ 職員給与費の状況（病院事業会計予算） 

区  分 

 

職員数 Ａ

  

給      与      費 １人当たり 

給与費 

（Ｂ／Ａ） 
給   料 職員手当 計  Ｂ 

令和元年度 
487人 

(7) 
1,848,511千円 1,329,710千円 3,178,221千円 6,434千円 

(注) 1 「職員手当」には、退職手当を含みません。 

2 「給与費」は、当初予算に計上された額です。 

3 職員数の（ ）内は、再任用短時間勤務職員で外数です。 

4 給与費及び 1人当たり給与費には短時間勤務職員分を含みます。 

 

⑵ 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況 （平成 31年 4月 1日現在） 

区  分 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 324,483円  44.2歳  

医 療 職 472,351円  42.6歳  

医療技術職  283,701円  36.7歳  

看 護 職 302,360円  38.5歳  

 

 

 

 

 

 

 

区 分 採  用 退  職 

医師 11 17 

看護師 12 17 

医療技術  3 3 

一般事務  0 0 

再任用職員     0(4) 0 

  計     26(4) 37 
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⑶ 職員の初任給、経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （平成 31年 4月 1日現在） 

区   分 初 任 給 
 経験年数  

10年 15年 20年 

一 般 

行政職 

大学卒 180,700円  235,500円 308,300円 357,200円 

高校卒 148,600円  － 274,800円 328,200円 

医療職 大学6卒 303,900円  422,850円 491,950円 516,800円 

医療技

術職 

大学卒 186,900円  255,500円 291,500円    324,500円 

短大3卒 175,700円  257,900円 284,667円 341,967円 

看護職 
大学卒 208,100円  254,900円 289,000円 319,100円 

短大3卒 198,800円  254,900円 290,238円 325,520円 

(注)「経験年数」とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は採用後の年数で、採用前に

民間の職歴等がある場合にはその期間を換算した年数を加算したものをいいます。 

 ※一般行政職（大学卒）20 年は該当者がいないため、21年の平均とした。 

 ※一般行政職（高校卒）20 年は該当者がいないため、21年の平均とした。 

 ※医療職（大学卒）10年は該当者がいないため、9年の平均とした。 

※医療技術職（大学卒）15年は該当者がいないため、14 年の平均とした。 

※医療技術職（大学卒）20年は該当者がいないため、19 年の平均とした。 

※看護職（大学卒）10年は該当者がいないため、9年の平均とした。 

※看護職（大学卒）15年は該当者がいないため、14年の平均とした。 

 

⑷ 級別職員数の状況 

(ⅰ)一般行政職                                    （平成 31年 4月 1日現在） 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 計 

標準的 

な職務 

内容  

主 事 

技 師 

 

主 事 

技 師 

主 任 係 長 課長補佐 課 長 次 長 部 長  

職員数 
0人 10人 11人 

(3) 

9人 8人 2人 0人 0人 40人 

(3) 

構成比 
0.0% 25.0% 27.5% 

(100.0) 

22.5% 20.0％ 5.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

参

考 

１年前

構成比 

2.3％ 25.6% 27.9% 

(100.0) 

23.2% 14.0％ 7.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

  

（ⅱ）医療職（一）                   （平成 31年 4月 1日現在） 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 計 

標準的 

な職務 

内容  

医 員 医 長 部 長 

医 長 

病院長 

副院長 

局長 

病院長  

職員数 12人 9人 22人 16人 1人 60人 

構成比 20.0％ 15.0% 36.7% 26.7% 1.6% 100.0% 

参

考 

１年前

構成比 

22.6％ 9.7% 40.3% 25.8% 1.6% 100.0% 
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(ⅲ)医療技術職                                    （平成 31年 4月 1日現在） 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 計 

標準的 

な職務 

内容  

主 事 

技 師 

 

薬剤師 

主 事 

技 師 

 

主 任 主 査 副技師長 技師長 

 

副部長 部 長  

職員数 
2人 40人 

 

27人 

(2) 

12人 3人 4人 0人 0人 88人 

(2) 

構成比 
2.3% 45.5% 

 

30.7% 

(100.0) 

13.6% 3.4% 4.5% 0% 0% 100% 

参

考 

１年前

構成比 

2.4% 44.7% 

 

28.2% 

(100.0) 

15.3% 3.5% 5.9% 0% 0% 100% 

 

(ⅳ)看護職                                     （平成 31年 4月 1日現在） 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 計 

標準的 

な職務 

内容  

准看護

師 

看護師 

保健師 

助産師 

主 任 主 査 副師長 師 長 副部長 部 長  

職員数 
0人 109人 

 

105人 

(2) 

28人 28人 14人 3人 1人 288人 

構成比 
0% 37.8% 

 

 36.5% 

(100.0) 

9.7% 9.7% 4.9% 1.0% 0.4% 100.0% 

参

考 

１年前

構成比 

0% 37.5% 

 

 36.5% 

(100.0) 

10.7% 9.2% 4.8% 1.0% 0.3% 100.0% 

 (注) 1 「職員数」とは、鳥取市立病院職員の給与に関する規定に基づく給料表の級区分による職員数です。 

    2 「標準的な職務内容」とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

3 （ ）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです。 

 

⑸ 職員手当の状況 

区  分 内        容 支給実績 

扶養手当 

扶養親族のある職員に支給 

区   分 月 額 

配偶者 6,500円 

子 10,000円 

配偶者及び子以外の扶養親族  6,500円 

満15歳の年度始めから満22歳の年度末まで

の子1人の加算額 

 5,000円 

 

（平成31年4月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

4,437千円 199人 22,300円 
 

地域手当 

採用が困難な職（医師又は歯科医師）の職員に支給 

支給対象 

地 域 等 

医  師 

歯科医師 

支給割合 16％ 
 

（平成31年4月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

4,556千円 59人 77,200円 
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通勤手当 

交通機関等を利用し、又は自動車等を使用して通勤してい

る職員（通勤距離が片道2㎞以上）に支給 

○交通機関等利用者 

 定期券等の価格により1月当たり55,000円まで全額支給 

○自動車等の交通用具使用者 

片道の距離 月 額 

2㎞以上5㎞未満  2,000円 

5㎞以上10㎞未満  4,200円 

10㎞以上15㎞未満  7,100円 

15㎞以上20㎞未満 10,000円 

20㎞以上25㎞未満 12,900円 

25㎞以上30㎞未満 15,800円 

30㎞以上35㎞未満 18,700円 

35㎞以上40㎞未満 21,600円 

40㎞以上45㎞未満 24,400円 

45㎞以上50㎞未満 26,200円 

50㎞以上55㎞未満 28,000円 

55㎞以上60㎞未満 29,800円 

60㎞以上 31,600円 

  
 

（平成31年4月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

1,607千円 335人 4,800円 
 

住居手当 

住宅を借りて月額12,000円を超える家賃を支払っている職

員に支給 

  家賃月額23,000円以下の場合 家賃月額－12,000円 

  家賃月額23,000円を超える場合 

    家賃月額－23,000円  
        2 

    ※最高支給限度額 27,000円 

（平成31年4月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

2,819千円 114人 24,700円 
 

管 理 職 

手当 

管理又は監督の地位にある職員に支給 

職 支給月額（円） 

病院長 132,300 

副院長 114,100 

医療職の局長 97,000 

一般行政職の局長 

看護職の局長 
93,500 

医療職の主任部長 91,300 

次長、副看護局 
長 75,400 

課長、参事、薬剤長及び技師長、 

看
師長 
65,500 

課長補佐 50,900 

調理長、医療技術職の室長、 

副薬剤長及び副技師長、副看護師長 
43,100 

 

（平成31年4月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

5,062千円 80人 63,300円 
 

初任給 

調整手当 

採用による欠員の補充が困難である職（医師・歯科医師）

の職員に支給 

（平成31年4月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

13,450千円 53人 253,800円 
 

単身赴任 

手当 

異動等により、単身で生活することとなった職員に支給 

        職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離 

        に応じた加算額（6,000～45,000円） 

（平成31年4月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

― 千円 ― 人 ― 円 
 

＋ 11,000円 

23,000円 ＋ 
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特殊勤務 

手当 

著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務に従事した職員

に支給 

手当の名称 支給額 

診療手当 職務に応じて 

月額45,000円～300,000円 

業務手当 診断書及び証明書作成 

１通   500円 

認定看護師・認定薬剤師・

医学物理士業務 

月額   3,000円 

産業医業務 

1事業所 月額 5,000円 

医師派遣協定締結病院で

の診療業務  

月額 35,000円 

嘱託医契約締結老人福祉

施設での健康管理業務 

月額 10,000円 

待機手当 １回  1,200円 

放射線取扱手当 日額   230円 

変則勤務手当 １回  1,500円 

夜間看護手当 勤務時間に応じて 

１回2,000～3,300円 

解剖手当 １回  1,200円 
 

（平成31年4月の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

14,296千円 327人 43,700円 

※支給職員数は、延人数です。 

時間外 

勤務手当 
正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支給 

（平成31年4月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

6,841千円 246人 27,800円 
 

休日勤務

手当 

休日等（国民の祝日及び年末年始の休日）において、正規

の勤務時間中に勤務した職員に支給 

（平成31年4月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

477千円 93人 5,100円  
 

夜間勤務 

手当 

正規の勤務時間として深夜（午後10時～翌日午前５時）に

勤務した職員に支給 

（平成31年4月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

2,200千円 174人 12,600円 
 

宿日直 

手当 
宿日直勤務を行った職員に支給 

（平成31年4月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

7,759千円 117人 66,300円 
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管理職員

特別勤務

手当 

臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要により、土

・日、休日等に勤務した管理職の職員に支給 

(管理職の職員には時間外勤務手当等は支給しない。) 

○勤務１回につき 

職 支給額（円） 

病院長、副院長、局長、主任部長、

部長 
10,000円 

次長、副部長、副看護部長、課長、

参事、薬剤長、技師長、看護師長 
9,000円 

課長補佐、調理長、室長、 

副薬剤長、副技師長、副看護師長 
8,000円 

（勤務時間が4時間を超えない場合は半額、7時間45分を超

える場合は、150/100を乗じた額が支給されます。） 

（平成31年4月の支給実績） 

支給総額 
支給対象 

職員数 

支給対象職員 
１人当たり 
平均支給額 

216千円 13人 16,600円 
 

期末手当 

勤勉手当 

（令和元年度の支給割合） 

区 分 
課長級以下 次長級以上 

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

6月期 1.225月分 0.90月分 1.025月分  1.100月分 

12月期 1.375月分  0.95月分 1.175月分  1.150月分 

計 2.60月分 1.85月分 2 . 2 0月 分  2.25月分 

職制上の段階､職務の級等による加算措置   有 

（令和元年6月期の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

362,756千円 478人 758,903円 
 

退職手当 

退職時の給料月額に勤続年数に応じた支給率を乗じて支給 

（平成31年4月１日現在） 

支給率 自己都合 勧奨･定年 

勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続25年 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続35年 39.7575 月分 47.709 月分 

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 

○その他の加算措置  

・定年前早期退職特例措置(２～45％加算) 

 ・在職期間中の公務貢献度に応じた調整額 

（令和元年度の支給実績） 

支給総額 
支 給 

職員数 

支給職員 
１人当たり 
平均支給額 

166,237千円 32人 5,195千円 
 

災害派遣 

手  当 

災害応急対策又は災害復旧のため、他の地方公共団体等か

ら職員の派遣等を受けた場合に、派遣された職員に対して

支給 

 

 

 

（6）特別職の報酬等の状況 

  （平成31年4月1日現在） 

区分 給料月額等 

給料（病院事業管理者） 693,500円 

期末手当（病院事業管理者） （令和元年度支給割合） 

6月期 1.675月分  12月期 1.675月分  計  3.35月分 

加算措置 有 
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４．職員の勤務時間その他勤務条件の状況 

⑴職員の勤務時間（一般職の標準的なもの） 

１週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

38時間 45分 8：30 17：15 12：00～13：00 

 

⑵年次有給休暇の取得状況（令和元年） 

総付与日数 

(a) 

総取得日数 

(b) 

全対象職員数 

(c) 

平均取得日数 

(b)／(c) 

消化率 

(b)／(a) 

15,928日  4,865日 413人 11.8日 30.5% 

（注）1 全対象職員数とは、平成 31年１月１日から令和元年 12月 31日までの全期間を在職した職員に限り、 

当該期間の中途に採用された者及び退職した者並びに当該期間中に育児休業、休職の事由がある職員並 

びに派遣職員を除きます。 

2 総付与日数とは、平成 31 年１月１日現在において各職員に付与された日数（前年からの繰越分を含 

む｡）を全対象職員にわたって合計したものをいいます｡ 

 

５．職員の休業に関する状況 

(1)育児休業の状況（令和元年度）         （単位：人） 

区   分 男性 女性 

新たに育児休業を取得した者 0  9 

前年度から引き続いている者 0 10 

 

(2)育児部分休業の状況（令和元年度）       （単位：人） 

区   分 男性 女性 

新たに育児部分休業を取得した者 0 10 

前年度から引き続いている者 0 30 

 

(3)自己啓発休業の状況（令和元年度）       （単位：人） 

区   分 男性 女性 

新たに自己啓発休業を取得した者 0 0 

前年度から引き続いている者 0 0 

 

６．職員の分限及び懲戒処分の状況 

(1)分限処分者数（令和元年度）             （単位：人） 

         処分の種類 

処分事由 

降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績がよくない場合 0 0 0 0 0 

心身の故障の場合 0 0 9 0 9 

職に必要な的確性を欠く場合 0 0 0 0 0 

職制、定数の改廃、予算の減少に

より廃職、過員を生じた場合 
0 0 0 0 0 

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0 0 

（注）同一の者が複数回にわたって同一の事由により分限処分に付された場合、その数を 1 として計上しています。 

 

(2)懲戒処分者数（令和元年度）                      （単位：人） 

         処分の種類 

処分事由 

戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等 

法令に違反した場合 0 0 0 0 0 0 

職務上の義務に違反し又は職務

を怠った場合 
0 0 0 0 0 0 

全体の奉仕者たるにふさわしく

ない非行のあった場合 
0 0 0 0 0 0 
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７．職員の服務の状況 

職員の営利企業等従事許可の状況（令和元年度）                （単位：件） 

営利企業等の従事の内容 許可件数 

営利を目的とする私企業を目的とする会社、その他の団体の役員、顧問、評議

員及び当該会社、団体の重要方針決定に参画する上級職員の地位を兼ねる場合 
― 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 ― 

報酬を得て事業又は事務に従事する場合（統計調査員、交通安全指導員、体育

指導員、講師等） 
174 

  

８．職員の退職管理の状況 

＜公表の対象＞ 

 平成 30年 4月 1日から令和 2年 3月 31日までの間に退職した者のうち、課長級以上の職にあった職員で再就職の

届出があった者（任期付職員、死亡退職者、公選職就任者を除きます。） 

区分  再就職の届出があっ

た者 

再就職先 

民間企業  国・地方公共団体  公共的団体等（注） 

課長級以上の職に

あった職員 
0 0 0 0 

    （注）「公共的団体等」とは、民間企業以外の公益法人や社会福祉法人等をいう。 

 

９．職員の研修の状況 

職員の研修の状況（令和元年度） 

研  修  区  分 研修回数 参加者数 備  考 

新規採用職員研修 13 316  

看護局院内研修 31 1,035 看護研究Ⅰ他 

人権問題研修 2 540 管理職研修他 

階層別研修（新規採用、2年目、3年目、若手職員、中堅） 5 7 職員人材開発センター 

能力開発・向上研修（各種専門講座、語学講座、通信教育等） 4 8 職員人材開発センター 

 

１０．職員の福祉及び利益の保護の状況 

⑴ 健康診断の状況（令和元年度） 

健康診断の種類 受診者数（延人数） 

定期健康診断 652 

人間ドック 245 

脳ドック 36 

婦人検診（子宮がん、乳がん、甲状腺がん） 276 

ＶＤＴ健診 0 

 

(2) 福利厚生事業の状況（令和元年度） 

  ①（財）鳥取県市町村職員互助会 

   ア 主な事業内容 

 

 

 

 

    

給付事業 出産祝金、結婚祝金、弔慰金、入学（就職）祝金、退会せん別金 

福祉事業 宿泊保養施設利用助成、インフルエンザ予防接種助成、健康ウォーク 

貸付事業 普通貸付、住宅貸付、特別貸付、高額医療貸付、出産貸付等 
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イ 負担金の率等   

 

 

 

 

   

 

②鳥取市職員互助会 

   ア 主な事業内容 

 

 

 

 

    

イ 負担率 

 

 

 

    

ウ 負担金額 

      病院負担金決算額  4,152千円（職員一人当たり8,561円） 

 

(3) 公務災害補償の認定状況（令和元年度） 

区  分 認定件数 

公務災害 10 

通勤災害 0 

 

(4) 勤務条件に関する措置の要求の状況（令和元年度） 

継続件数 措置要求件数 

なし なし 

 

(5) 不利益処分に関する不服申立の状況（令和元年度） 

継続件数 不服申立件数 

なし なし 

 

 負担率 
負担割合 

給料に係る率 期末手当等に係る率 

職員掛金 2.0／1,000 2.0／1,000 
職員：病院 ＝ １：１ 

病院負担金 2.0／1,000 2.0／1,000 

給付事業 結婚祝金、入学祝金、弔慰金、傷病見舞金、勤続祝金、退会記念品料等 

貸付事業 厚生資金貸付、制度融資（一般・住宅） 

その他 福利厚生施設（職員会館）及び売店の運営、生命保険等の団体取扱い等 

  負担率（給料に係る率） 負担割合 

職員掛金 1.5／1,000 
職員：病院 ＝ １：１ 

病院負担金 1.5／1,000 


